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議案第８号 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正につい

て 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

個人番号を利用することができる事務を追加する等について，地方自治法第９６

条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年鈴鹿市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める

事務は，別表第１の左欄に掲げる市の

執行機関が行う同表の右欄に掲げる事

務及び市の執行機関が行う法別表第２

の第２欄に掲げる事務とする。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める

事務は，別表第１の左欄に掲げる市の

執行機関が行う同表の右欄に掲げる事

務，別表第２の左欄に掲げる市の執行

機関が行う同表の中欄に掲げる事務及

び市の執行機関が行う法別表第２の第

２欄に掲げる事務とする。 

２～４  略 ２～４  略 

（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の条例で定める

特定個人情報を提供することができる

場合は，次の各号のいずれかに該当す

るときとする。 

第５条 法第19条第11号の条例で定める

特定個人情報を提供することができる

場合は，市の執行機関が，他の執行機

関（当該市の執行機関以外の市の執行

機関をいう。以下この項において同

じ。）に対し，法別表第２の第２欄に

掲げる事務を処理するために必要な同
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表の第４欄に掲げる特定個人情報の提

供を求めた場合において，当該他の執

行機関が当該特定個人情報を提供する

ときとする。 

(１) 別表第３の第１欄に掲げる市の

執行機関が，同表の第３欄に掲げる

市の執行機関に対し，同表の第２欄

に掲げる事務を処理するために必要

な同表の第４欄に掲げる特定個人情

報の提供を求めた場合において，同

表の第３欄に掲げる市の執行機関が

当該特定個人情報を提供するとき。 

(２) 市の執行機関が，市の他の執行

機関に対し，法別表第２の第２欄に

掲げる事務を処理するために必要な

同表の第４欄に掲げる特定個人情報

の提供を求めた場合において，当該

市の他の執行機関が当該特定個人情

報を提供するとき。 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

市の

執行

機関 

事務 市の

執行

機関 

事務 

１ 

市長 

鈴鹿市福祉医療費等の助成に

関する条例（平成13年鈴鹿市

条例第６号）の規定による福

祉医療費等の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

市長 鈴鹿市福祉医療費等の助成に

関する条例（平成13年鈴鹿市

条例第６号）の規定による福

祉医療費等の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

２ 生活に困窮する外国人に対す 
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市長 る生活保護法（昭和25年法律

第144号）の規定に準じて行

う保護の決定及び実施，就労

自立給付金若しくは進学準備

給付金の支給，被保護者健康

管理支援事業の実施，保護に

要する費用の返還又は徴収金

の徴収に関する事務であって

規則で定めるもの 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

市の

執行

機関 

事務 特定個人情報 市の

執行

機関 

事務 特定個人情報 

１ 

市長 

鈴鹿市福

祉医療費

等の助成

に関する

条例の規

定による

福祉医療

費等の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税に

関する法律に基づ

く条例の規定によ

り算出した税額若

しくはその算定の

基礎となる事項に

関する情報（２の

項において「地方

税関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

市長 鈴鹿市福

祉医療費

等の助成

に関する

条例の規

定による

福祉医療

費等の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税に

関する法律に基づ

く条例の規定によ

り算出した税額若

しくはその算定の

基礎となる事項に

関する情報であっ

て規則で定めるも

の 

住民基本台帳法（

昭和42年法律第81

号）第７条第４号 

住民基本台帳法（

昭和42年法律第81

号）第７条第４号 

- 5  -



に規定する事項で

あって規則で定め

るもの 

に規定する事項で

あって規則で定め

るもの 

２ 

市長 

生活に困

窮する外

国人に対

する生活

保護法の

規定に準

じて行う

保護の決

定及び実

施又は徴

収金の徴 

国民健康保険法（

昭和33年法律第19 

2号）又は高齢者

の医療の確保に関

する法律（昭和57

年法律第80号）に

よる医療に関する

給付の支給又は保

険料の徴収に関す

る情報であって規

則で定めるもの 

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

生活保護法による

保護の実施又は就

労自立給付金若し

くは進学準備給付

金の支給に関する

情報（３の項にお

いて「生活保護関

係情報」という。 

）であって規則で

定めるもの 

児童扶養手当法（

昭和36年法律第23 

8号）による児童

扶養手当の支給に

関する情報であっ 
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て規則で定めるも

の 

母子及び父子並び

に寡婦福祉法（昭

和39年法律第129

号）による給付金

の支給に関する情

報であって規則で

定めるもの 

特別児童扶養手当

等の支給に関する

法律（昭和39年法

律第134号）によ

る障害児福祉手当

若しくは特別障害

者手当又は国民年

金法等の一部を改

正する法律（昭和

60年法律第34号）

附則第97条第１項

の福祉手当の支給

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

母子保健法（昭和

40年法律第141号 
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）による養育医療

の給付又は養育医

療に要する費用の

支給に関する情報

であって規則で定

めるもの 

児童手当法（昭和

46年法律第73号）

による児童手当又

は特例給付の支給

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

介護保険法（平成

９年法律第123号 

）による保険給付

の支給，地域支援

事業の実施又は保

険料の徴収に関す

る情報であって規

則で定めるもの 

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律（平成17

年法律第123号）

による自立支援給

付の支給に関する

情報であって規則 
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で定めるもの 

中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

並びに永住帰国し

た中国残留邦人等

及び特定配偶者の

自立の支援に関す

る法律による支援

給付又は配偶者支

援金の支給に関す

る情報であって規

則で定めるもの 

３ 

市長 

法別表第

２の第２

欄に掲げ

る事務（

法第19条

第８号の

規定によ

り同表の

第４欄に

掲げる生

活保護関

係情報の

提供を受

ける事務

に限る。 

）であっ

て規則で 

生活に困窮する外

国人に対する生活

保護法の規定に準

じて行う保護の実

施又は就労自立給

付金若しくは進学

準備給付金の支給

に関する情報（別

表第３の２の項に

おいて「生活困窮

外国人の保護関係

情報」という。）

であって規則で定

めるもの 
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定めるも

の 

別表第３（第５条関係） 

情報

照会

機関 

事務 情報

提供

機関 

特定個人情

報 

１ 

市長 

生活に困

窮する外

国人に対

する生活

保護法の

規定に準

じて行う

保護の決

定及び実

施又は徴

収金の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

教育

委員

会 

学校保健安

全法（昭和

33年法律第

56号）によ

る医療に要

する費用に

ついての援

助に関する

情報であっ

て規則で定

めるもの 

２ 

教育

委員

会 

学校保健

安全法に

よる医療

に要する

費用につ

いての援

助に関す 

市長 生活困窮外

国人の保護

関係情報で

あって規則

で定めるも

の 
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る事務で

あって規

則で定め

るもの 

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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議案第９号 

鈴鹿市職員給与条例の一部改正について 

鈴鹿市職員給与条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市職員給与条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

職員の給与改定を行うについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この

議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市職員給与条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市職員給与条例（昭和２４年鈴鹿市条例第５７号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 
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改 正 後 

別表第２（第３条関係） 

教育職給料表 

職員の区分 

職務

の級 
１級 特１級 ２級 ３級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員以外

の職員 

円 円 円 円  

１ 182,800 270,100 298,600 409,300 

２ 184,900 272,500 301,200 410,800 

３ 187,000 274,800 304,000 412,300 

４ 189,200 277,000 306,400 413,800 

５ 191,200 279,400 308,900 415,200 

６ 193,200 281,700 311,000 416,600 

７ 195,300 283,900 313,300 418,100  

８ 197,400 286,000 315,400 419,700  

９ 199,600 288,100 317,500 421,100  

10 202,200 290,400 319,800 422,500  

11 204,800 292,700 322,200 423,900  

12 207,400 294,800 324,700 425,200  

13 210,000 297,200 327,100 426,500  

14 211,700 299,000 329,000 427,900  

15 213,300 300,900 330,900 429,300  

16 215,000 302,600 333,000 430,700  

17 216,800 304,400 334,800 431,900  

18 218,400 306,700 337,000 433,200  

19 220,100 308,900 339,100 434,400  

20 221,700 311,300 341,100 435,700  

21 223,500 313,500 343,200 436,800  

22 225,400 315,900 345,000 438,000  
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改 正 前 

別表第２（第３条関係） 

教育職給料表 

職員の区分 

職務

の級 
１級 特１級 ２級 ３級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員以外

の職員 

円 円 円 円  

１ 175,400 264,100 293,200 411,400 

２ 177,500 266,600 295,800 412,900 

３ 179,600 268,900 298,700 414,400 

４ 181,800 271,300 301,300 415,900 

５ 183,800 273,900 303,800 417,300 

６ 186,000 276,300 306,200 418,700 

７ 188,200 278,500 308,600 420,200  

８ 190,400 280,700 311,000 421,800  

９ 192,700 283,100 313,500 423,200  

10 195,500 285,400 316,200 424,600  

11 198,200 287,800 318,900 426,000  

12 200,900 290,100 321,800 427,300  

13 203,800 292,500 324,400 428,600  

14 205,500 294,600 326,400 430,000  

15 207,100 296,600 328,500 431,400  

16 208,800 298,600 330,800 432,800  

17 210,600 300,800 333,100 434,000  

18 212,300 303,400 335,300 435,300  

19 214,000 305,900 337,600 436,500  

20 215,600 308,600 339,800 437,800  

21 217,400 311,100 342,100 438,900  

22 219,300 313,700 344,300 440,100  
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23 227,300 318,100 346,800 439,300  

24 229,200 320,700 348,400 440,600  

25 230,700 323,100 350,100 441,900  

26 232,700 325,400 351,900 443,100  

27 234,700 327,600 353,800 444,100  

28 236,700 329,700 355,700 445,200  

29 238,500 331,800 357,500 446,400  

30 241,200 333,400 359,300 447,200  

31 243,900 335,000 361,000 448,000  

32 246,600 336,600 362,900 448,900  

33 249,200 338,400 364,200 449,800  

34 252,000 340,500 365,900 450,300  

35 254,600 342,600 367,400 450,800  

36 257,300 344,600 369,200 451,300  

37 259,600 346,600 371,100 451,800  

38 262,000 348,500 372,600 

39 264,500 350,500 373,900 

40 266,700 352,400 375,500 

41 269,200 353,900 376,600 

42 271,500 355,700 378,000 

43 273,700 357,300 379,400 

44 275,800 359,000 380,900 

45 277,900 360,800 382,300 

46 280,100 362,500 383,900 

47 282,200 363,800 385,500 

48 284,100 365,400 387,000 

49 286,400 366,600 388,400 

50 288,100 368,100 389,900 

51 290,000 369,700 391,400 
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23 221,200 316,100 346,600 441,400  

24 223,100 318,800 348,900 442,700  

25 224,800 321,400 350,900 444,000  

26 226,800 323,700 352,700 445,200  

27 228,800 326,100 354,600 446,200  

28 230,800 328,400 356,500 447,300  

29 232,700 330,700 358,400 448,500  

30 235,400 332,700 360,200 449,300  

31 238,100 334,900 361,900 450,100  

32 240,800 337,100 363,800 451,000  

33 243,400 339,200 365,500 451,900  

34 246,200 341,300 367,200 452,400  

35 248,800 343,400 368,900 452,900  

36 251,500 345,400 370,700 453,400  

37 254,000 347,500 372,600 453,900  

38 256,500 349,400 374,100 

39 259,000 351,400 375,700 

40 261,400 353,300 377,300 

41 264,100 355,200 378,600 

42 266,500 357,000 380,000 

43 268,700 358,800 381,400 

44 270,900 360,500 382,900 

45 273,100 362,300 384,400 

46 275,300 364,000 386,000 

47 277,500 365,600 387,600 

48 279,600 367,200 389,100 

49 281,900 368,600 390,500 

50 283,900 370,100 392,000 

51 285,900 371,700 393,500 
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52 291,800 371,300 392,800 

53 293,200 372,700 394,000 

54 295,300 374,200 395,300 

55 297,300 375,700 396,400 

56 299,500 377,200 397,500 

57 301,500 378,700 398,900 

58 303,900 380,100 400,100 

59 306,100 381,500 401,300 

60 308,700 382,800 402,600 

61 310,900 383,700 403,800 

62 313,300 384,900 404,800 

63 315,600 386,100 406,200 

64 317,800 387,200 407,500 

65 319,900 388,100 408,700 

66 321,700 389,300 409,800 

67 323,300 390,300 411,000 

68 324,900 391,400 412,100 

69 326,800 392,600 413,100 

70 328,900 393,600 414,300 

71 331,000 394,700 415,500 

72 333,000 395,900 416,700 

73 335,100 396,900 417,300 

74 337,200 398,000 418,100 

75 339,400 399,100 418,800 

76 341,600 400,200 419,300 

77 343,300 401,100 419,600 

78 345,200 402,000 420,000 

79 346,900 403,000 420,400 

80 348,700 404,000 420,800 
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52 287,900 373,300 394,900 

53 289,800 374,800 396,100 

54 292,300 376,300 397,400 

55 294,600 377,800 398,500 

56 297,100 379,300 399,600 

57 299,300 380,800 401,000 

58 301,800 382,200 402,200 

59 304,200 383,600 403,400 

60 306,900 384,900 404,700 

61 309,300 385,800 405,900 

62 311,700 387,000 406,900 

63 314,200 388,200 408,300 

64 316,600 389,300 409,600 

65 319,000 390,200 410,800 

66 321,200 391,400 411,900 

67 323,300 392,400 413,100 

68 325,500 393,500 414,200 

69 327,800 394,700 415,200 

70 329,900 395,700 416,400 

71 332,100 396,800 417,600 

72 334,100 398,000 418,800 

73 336,300 399,000 419,400 

74 338,400 400,100 420,200 

75 340,600 401,200 420,900 

76 342,800 402,300 421,400 

77 344,600 403,200 421,700 

78 346,500 404,100 422,100 

79 348,400 405,100 422,500 

80 350,200 406,100 422,900 
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81 350,500 404,800 421,100 

82 352,300 405,600 421,500 

83 353,700 406,300 421,900 

84 355,500 407,100 422,200 

85 356,700 407,800 422,500 

86 358,300 408,600 422,900 

87 359,800 409,300 423,300 

88 361,300 410,000 423,600 

89 362,600 410,600 423,900 

90 363,900 411,300 424,200 

91 365,300 411,800 424,500 

92 366,700 412,500 424,700 

93 368,200 412,900 424,900 

94 369,500 413,300 

95 370,800 413,600 

96 372,000 413,900 

97 373,000 414,200 

98 374,000 414,500 

99 375,000 414,800 

100 376,000 415,000 

101 376,900 415,200 

102 377,900 415,500 

103 378,900 415,800 

104 379,900 416,000 

105 380,700 416,200 

106 381,600 416,500 

107 382,500 416,800 

108 383,500 417,000 

109 384,300 417,200 
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81 352,000 406,900 423,200 

82 353,800 407,700 423,600 

83 355,500 408,400 424,000 

84 357,300 409,200 424,300 

85 358,700 409,900 424,600 

86 360,300 410,700 425,000 

87 361,800 411,400 425,400 

88 363,300 412,100 425,700 

89 364,700 412,700 426,000 

90 366,000 413,400 426,300 

91 367,400 413,900 426,600 

92 368,800 414,600 426,800 

93 370,300 415,000 427,000 

94 371,600 415,400 

95 372,900 415,700 

96 374,100 416,000 

97 375,100 416,300 

98 376,100 416,600 

99 377,100 416,900 

100 378,100 417,100 

101 379,000 417,300 

102 380,000 417,600 

103 381,000 417,900 

104 382,000 418,100 

105 382,800 418,300 

106 383,700 418,600 

107 384,600 418,900 

108 385,600 419,100 

109 386,400 419,300 
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110 385,300 417,500 

111 386,300 417,800 

112 387,300 418,000 

113 387,900 418,200 

114 388,800 418,500 

115 389,700 418,800 

116 390,600 419,000 

117 391,400 419,200 

118 392,100 

119 392,900 

120 393,700 

121 394,300 

122 395,100 

123 395,800 

124 396,500 

125 397,100 

126 397,800 

127 398,300 

128 398,900 

129 399,600 

130 400,200 

131 400,700 

132 401,200 

133 401,500 

134 401,800 

135 402,100 

136 402,400 

137 402,700 

138 403,000 
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110 387,400 419,600 

111 388,400 419,900 

112 389,400 420,100 

113 390,000 420,300 

114 390,900 420,600 

115 391,800 420,900 

116 392,700 421,100 

117 393,500 421,300 

118 394,200 

119 395,000 

120 395,800 

121 396,400 

122 397,200 

123 397,900 

124 398,600 

125 399,200 

126 399,900 

127 400,400 

128 401,000 

129 401,700 

130 402,300 

131 402,800 

132 403,300 

133 403,600 

134 403,900 

135 404,200 

136 404,500 

137 404,800 

138 405,100 
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 139 403,300     

 140 403,600     

 141 403,900     

 142 404,200     

 143 404,500     

 144 404,800     

 145 405,000     

 146 405,300     

 147 405,600     

 148 405,800     

 149 406,000     

 再任用職員  273,700 300,700 327,000 407,800  

  備考 

  略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

２ 令和５年４月１日（以下「切替日」という。）前に職務の級を異にして異動した

職員及び市長が定めるこれに準ずる職員の切替日における号給については，その者

が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要

と認められる限度において，市長が定めるところにより，必要な調整を行うことが

できる。 

（給料の切替えに伴う経過措置） 

３ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で，その者の受ける

給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるもの（規則で定

める職員を除く。）には，令和６年３月３１日までの間，給料月額のほか，その差

額に相当する額を給料として支給する。 

４ 切替日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について，任用の事
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 139 405,400     

 140 405,700     

 141 406,000     

 142 406,300     

 143 406,600     

 144 406,900     

 145 407,100     

 146 407,400     

 147 407,700     

 148 407,900     

 149 408,100     

 再任用職員  275,800 302,800 329,100 409,900  

  備考 

   略 
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情等を考慮して前項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認

められるときは，当該職員には，規則の定めるところにより，同項の規定に準じ

て，給料を支給する。 

５ 前２項の規定による給料を支給される職員に関する鈴鹿市職員給与条例第７条の

３第２項及び第７条の４第１項の規定の適用については，同条例第７条の３第２項

中「調整前における給料月額」とあるのは，「調整前における給料月額と鈴鹿市職

員給与条例の一部を改正する条例（令和５年鈴鹿市条例第  号。以下「令和５年

改正条例」という。）附則第３項及び第４項の規定による給料の額との合計額」

と，同条例第７条の４第１項中「給料月額」とあるのは，「給料月額と令和５年改

正条例附則第３項及び第４項の規定による給料の額との合計額」とする。 

 （規則への委任） 

６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項

は，規則で定める。 
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議案第１０号  

鈴鹿市手数料条例の一部改正について 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出  

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

建築基準法等の一部改正に伴い，建築物の延べ面積の特例認定申請手数料の新設

等を行うについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市手数料条例（平成１２年鈴鹿市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 

別表第５（第２条関係） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

区分 金額 

  略 

20   略 

21 建築基準法第52条

第６項第３号の規

定に基づく建築物

の容積率に関する

特例の認定の申請

に対する審査 

建築物の延べ

面積の特例認

定申請手数料 

１件につき 27,000円 

22   略 

23 建築基準法第53条

第５項第４号の規

定に基づく建築物

の建蔽率に関する

制限の特例に係る

許可の申請に対す

る審査 

建築物の建蔽

率に関する制

限の特例に係

る許可申請手

数料 

１件につき 33,000円 
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改 正 前 

別表第５（第２条関係） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

区分 金額 

  略 

20 略 

21   略 
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24

～

26 

  略 

27 建築基準法第55条

第３項の規定に基

づく建築物の高さ

に関する特例の許

可の申請に対する

審査 

建築物の高さ

の特例許可申

請手数料 

１件につき 160,000円 

28 建築基準法第55条

第４項の規定に基

づく建築物の高さ

に関する制限の適

用除外に係る許可

の申請に対する審

査 

建築物の高さ

に関する制限

の適用除外に

係る許可申請

手数料 

１件につき 160,000円 

29

～

45 

  略 

46 建築基準法第86条

第２項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

既存建築物を

前提とした総

合的設計によ

る建築物の特

例認定申請手

数料 

建築等をする

建築物の数が

１ 

78,000円 

建築等をする

建築物の数が

２以上 

78,000円に１

を超える建築

等をする建築

物の数に28,0 

00円を乗じて
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22

～

24 

  略 

25 建築基準法第55条

第３項各号の規定

に基づく建築物の

高さの許可の申請

に対する審査 

建築物の高さ

の許可申請手

数料 

１件につき 160,000円 

26

～

42 

  略 

43 建築基準法第86条

第２項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

既存建築物を

前提とした総

合的設計によ

る建築物の特

例認定申請手

数料 

建築物（既存建

築物を除く。以

下この項にお

いて同じ。）の

数が１ 

78,000円 

建築物の数が

２以上 

78,000円に１

を超える建築

物の数に28,0 

00円を乗じて

得た額を加算
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得た額を加算

した額 

47   略 

48 建築基準法第86条

第４項の規定に基

づく複数建築物に

関する制限の緩和

及び建築される建

築物の容積率又は

各部分の高さの特

例の許可の申請に

対する審査 

既存建築物を

前提として総

合的見地から

設計した建築

物の制限の緩

和及び当該建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可申

請手数料 

建築等をする

建築物の数が

１ 

220,000円 

建築等をする

建築物の数が

２以上 

220,000円に

１を超える建

築等をする建

築物の数に28 

,000円を乗じ

て得た額を加

算した額 

49 建築基準法第86条

の２第１項の規定

に基づく一敷地内

認定建築物以外の

建築物の新築又は

一敷地内認定建築

物の増築等の認定

の申請に対する審

査 

一敷地内認定

建築物以外の

建築物の新築

又は一敷地内

認定建築物の

増築等認定申

請手数料 

建築物（一敷 

地内認定建築

物以外の建築

物の新築又は

一敷地内認定

建築物の増築

等をするもの

に限る。以下 

この項におい

て同じ。）の 

数が１ 

78,000円 

建築物の数が

２以上 

78,000円に１

を超える建築

物の数に28,0 
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した額 

44   略 

45 建築基準法第86条

第４項の規定に基

づく複数建築物に

関する制限の緩和

及び建築される建

築物の容積率又は

各部分の高さの特

例の許可の申請に

対する審査 

既存建築物を

前提として総

合的見地から

設計した建築

物の制限の緩

和及び当該建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可申

請手数料 

建築物（既存建

築物を除く。以

下この項にお

いて同じ。）の

数が１ 

220,000円 

建築物の数が

２以上 

220,000円に

１を超える建

築物の数に28 

,000円を乗じ

て得た額を加

算した額 

46 建築基準法第86条

の２第１項の規定

に基づく一敷地内

認定建築物以外の

建築物の建築の認

定の申請に対する

審査 

一敷地内認定

建築物以外の

建築物の建築

認定申請手数

料 

建築物（一敷 

地内認定建築

物を除く。以 

下この項にお

いて同じ。） 

の数が１ 

78,000円 

建築物の数が

２以上 

78,000円に１

を超える建築

物の数に28,0 
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00円を乗じて

得た額を加算

した額 

50 建築基準法第86条

の２第２項又は第

３項の規定に基づ

く一敷地内認定建

築物若しくは一敷

地内許可建築物以

外の建築物の新築

又は一敷地内認定

建築物若しくは一

敷地内許可建築物

の増築等の許可の

申請に対する審査 

一敷地内認定

建築物若しく

は一敷地内許

可建築物以外

の建築物の新

築又は一敷地

内認定建築物

若しくは一敷

地内許可建築

物の増築等許

可申請手数料 

建築物（一敷 

地内認定建築

物若しくは一

敷地内許可建

築物以外の建

築物の新築又

は一敷地内認

定建築物若し

くは一敷地内

許可建築物の

増築等をする

ものに限る。 

以下この項に

おいて同じ。 

）の数が１ 

220,000円 

建築物の数が

２以上 

220,000円に

１を超える建

築物の数に28 

,000円を乗じ

て得た額を加

算した額 

51

～

59 

  略 

備考 

略 
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00円を乗じて

得た額を加算

した額 

47 建築基準法第86条

の２第２項又は第

３項の規定に基づ

く一敷地内認定建

築物以外の建築物

の建築の許可の申

請に対する審査 

一敷地内認定

建築物以外の

建築物の建築

許可申請手数

料 

建築物（一敷 

地内認定建築

物を除く。以 

下この項にお

いて同じ。） 

の数が１ 

220,000円 

建築物の数が

２以上 

220,000円に

１を超える建

築物の数に28 

,000円を乗じ

て得た額を加

算した額 

48

～

56 

  略 

備考 

略 
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別表第７（第２条関係） 

都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）関係 

手数料

を徴収

する事

務 

手

数

料

の

名

称 

手数料の金額 

区分 
１件当た

りの金額 

１ 都

市の

低炭

素化

の促

進に

関す

る法

律第

53条

第１

項の

規定

に基

づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画の

低

炭

素

建

築

物

新

築

等

計

画

認

定

申

請

手

数

料 

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ

ア

以

外

の

場

合 

(ア) 申請

に係る低

炭素建築

物新築等

計画が，

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

第54条第

１項第１

号の規定

に基づき

定められ

た簡易な

評価方法

であって

市長が定

める方法

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

35,300円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

51,200円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

73,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

111,100円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

168,100円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

239,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

309,500円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

352,100円 
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別表第７（第２条関係） 

都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）関係 

手数料

を徴収

する事

務 

手

数

料

の

名

称 

手数料の金額 

区分 
１件当た

りの金額 

１ 都

市の

低炭

素化

の促

進に

関す

る法

律第

53条

第１

項の

規定

に基

づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画の

低

炭

素

建

築

物

新

築

等

計

画

認

定

申

請

手

数

料 

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ ア以外の

場合 

一戸建ての住宅 36,800円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

74,500円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

104,800円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

147,500円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

211,900円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

303,800円 

１棟の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

411,500円 

１棟の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

539,600円 

１棟の総戸数が301戸以

上のもの 

633,600円 

共

用

部

床面積が300平方メート

ル以内のもの

117,900円 

床面積が300平方メート 155,500円 
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認定

の申

請に

対す

る審

査 

により評

価された

ものであ

る場合 

(イ) (ア)

以外の評

価方法に

より評価

されたも

のである

場合 

一戸建ての住宅 36,800円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

74,500円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

104,800円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

147,500円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

211,900円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

303,800円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

411,500円 
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認定

の申

請に

対す

る審

査 

分 ルを超え，1,000平方メ

ートル以内のもの 

床面積が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方

メートル以内のもの

194,500円 

床面積が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方

メートル以内のもの

303,000円 

床面積が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方

メートル以内のもの

389,100円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平

方メートル以内のもの 

465,100円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

541,700円 
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１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

539,600円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

633,600円 

共

用

部

分 

床面積が300平方メー

トル以内のもの

117,900円 

床面積が300平方メー

トルを超え，1,000平方

メートル以内のもの

155,500円 

床面積が1,000平方メ

ートルを超え，2,000

平方メートル以内のも

の 

194,500円 

床面積が2,000平方メ

ートルを超え，5,000

平方メートル以内のも

の 

303,000円 

床面積が5,000平方メ

ートルを超え，10,000

平方メートル以内のも

の 

389,100円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000

平方メートル以内のも

の 

465,100円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

541,700円 

  略 

２ 都 低 住 ア 略
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  略 

２ 都 低 住 ア 略
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市の

低炭

素化

の促

進に

関す

る法

律第

55条

第１

項の

規定

に基

づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画の

変更

の認

定の

申請

に対

する

審査 

炭

素

建

築

物

新

築

等

計

画

変

更

認

定

申

請

手

数

料 

宅

の

場

合 

イ

ア

以

外

の

場

合 

(ア) 申請

に係る低

炭素建築

物新築等

計画が，

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

第54条第

１項第１

号の規定

に基づき

定められ

た簡易な

評価方法

であって

市長が定

める方法

により評

価された

ものであ

る場合 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

18,600円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

23,700円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

39,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

60,400円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

92,700円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

133,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

172,100円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

176,000円 
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市の

低炭

素化

の促

進に

関す

る法

律第

55条

第１

項の

規定

に基

づく

低炭

素建

築物

新築

等計

画の

変更

の認

定の

申請

に対

する

審査 

炭

素

建

築

物

新

築

等

計

画

変

更

認

定

申

請

手

数

料 

宅

の

場

合 

イ ア以外の

場合 

一戸建ての住宅 18,900円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

38,200円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

54,100円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

76,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

110,800円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

160,500円 

１棟の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

219,500円 

１棟の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

287,100円 

１棟の総戸数が301戸以

上のもの 

335,300円 

共 

用

部

分 

床面積が300平方メート

ル以内のもの

59,900円 

床面積が300平方メート

ルを超え，1,000平方メ

ートル以内のもの 

79,500円 

床面積が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方

メートル以内のもの

100,100円 

床面積が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方

メートル以内のもの

160,200円 

床面積が5,000平方メー 208,300円 
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(イ) (ア)

以外の評

価方法に

より評価

されたも

のである

場合 

一戸建ての住宅 18,900円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

38,200円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

54,100円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

76,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

110,800円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

160,500円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

219,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

287,100円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

335,300円 

共 

用

部

分 

床面積が300平方メー

トル以内のもの

59,900円 

床面積が300平方メー

トルを超え，1,000平方

メートル以内のもの

79,500円 
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トルを超え，10,000平方

メートル以内のもの

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平

方メートル以内のもの 

249,900円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

292,500円 
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床面積が1,000平方メ

ートルを超え，2,000

平方メートル以内のも

の 

100,100円 

床面積が2,000平方メ

ートルを超え，5,000

平方メートル以内のも

の 

160,200円 

床面積が5,000平方メ

ートルを超え，10,000

平方メートル以内のも

の 

208,300円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000

平方メートル以内のも

の 

249,900円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

292,500円 

  略 

備考 

  略 

別表第８（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）関係 

手数料

を徴収

する事

務 

手

数

料

の

名

称 

手数料の金額 

区分 
１件当た

りの金額 
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  略 

備考 

  略 

別表第８（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）関係 

手数料

を徴収

する事

務 

手

数

料

の

名

称 

手数料の金額 

区分 
１件当た

りの金額 
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  略 

４ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上に

関す

る法

律第

34条

第１

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

の認

定の

建

築

物

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

向

上

計

画

認

定

申

請

手

数

料 

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ

ア

以

外

の

場

合 

(ア) 申請

に係る建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上 計 画

が，建築

物のエネ

ルギー消

費性能の

向上に関

する法律

第35条第

１項第１

号の規定

により定

められた

簡易な評

価方法で

あって市

長が定め

る方法に

より評価

されたも

のである

場合 

一戸建ての住宅 18,700円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

35,300円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

51,200円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

73,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

111,100円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

168,100円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

239,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

309,500円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

352,100円 
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  略 

４ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上に

関す

る法

律第

34条

第１

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

の認

定の

建

築

物

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

向

上

計

画

認

定

申

請

手

数

料 

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ ア以外の

場合 

一戸建ての住宅 36,800円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

74,500円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

104,800円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

147,500円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

211,900円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

303,800円 

１棟の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

411,500円 

１棟の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

539,600円 

１棟の総戸数が301戸以

上のもの 

633,600円 

共

用

部

分 

床面積が300平方メート

ル以内のもの

117,900円 

床面積が300平方メート

ルを超え，1,000平方メ

ートル以内のもの 

155,500円 

床面積が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方

メートル以内のもの

194,500円 

床面積が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方

303,000円 
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申請

に対

する

審査 

(イ) (ア)

以外の評

価方法に

より評価

されたも

のである

場合 

一戸建ての住宅 36,800円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

74,500円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

104,800円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

147,500円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

211,900円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

303,800円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

411,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

539,600円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

633,600円 

共

用

部

床面積が300平方メー

トル以内のもの

117,900円 

床面積が300平方メー 155,500円 
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申請

に対

する

審査 

メートル以内のもの

床面積が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方

メートル以内のもの

389,100円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平

方メートル以内のもの 

465,100円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

541,700円 

- 53  -



分 トルを超え，1,000平方

メートル以内のもの

床面積が1,000平方メ

ートルを超え，2,000

平方メートル以内のも

の 

194,500円 

床面積が2,000平方メ

ートルを超え，5,000

平方メートル以内のも

の 

303,000円 

床面積が5,000平方メ

ートルを超え，10,000

平方メートル以内のも

の 

389,100円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000

平方メートル以内のも

の 

465,100円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

541,700円 

  略 

５ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

建

築

物

エ

ネ

ル

ギ

ー

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ

ア

以

外

の

場

(ア) 申請

に係る建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画が 

，建築物

一戸建ての住宅 9,800円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

18,600円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

23,700円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

39,600円 
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  略 

５ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

建

築

物

エ

ネ

ル

ギ

ー

住

宅

の

場

合 

ア 略

イ ア以外の

場合 

一戸建ての住宅 18,900円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

38,200円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

54,100円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

76,600円 
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上に

関す

る法

律第

36条

第１

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

の認

定の

変更

の申

請に

対す

る審

査 

消

費

性

能

向

上

計

画

変

更

認

定

申

請

手

数

料 

合 のエネル

ギー消費

性能の向

上に関す

る法律第

35条第１

項第１号

の規定に

より定め

られた簡

易な評価

方法であ

って市長

が定める

方法によ

り評価さ

れたもの

である場

合 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

60,400円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

92,700円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

133,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

172,100円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

176,000円 
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上に

関す

る法

律第

36条

第１ 

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

の認

定の

変更

の申

請に

対す

る審

査 

消

費

性

能

向

上 

計

画

変

更

認

定

申

請

手

数

料 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

110,800円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

160,500円 

１棟の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

219,500円 

１棟の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

287,100円 

１棟の総戸数が301戸以

上のもの 

335,300円 

共

用

部

分 

床面積が300平方メート

ル以内のもの

59,900円 

床面積が300平方メート

ルを超え，1,000平方メ

ートル以内のもの 

79,500円 

床面積が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方

メートル以内のもの

100,100円 

床面積が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方

メートル以内のもの

160,200円 

床面積が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方

メートル以内のもの

208,300円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平

方メートル以内のもの 

249,900円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

292,500円 

- 57  -



(イ) (ア)

以外の評

価方法に

より評価

されたも

のである

場合 

一戸建ての住宅 18,900円 

共

同

住

宅

等 

住

戸

部

分 

１棟の総戸数が５戸以

下のもの 

38,200円 

１棟の総戸数が６戸以

上10戸以下のもの 

54,100円 

１棟の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

76,600円 

１棟の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

110,800円 

１棟の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

160,500円 

１棟の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

219,500円 

１棟の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

287,100円 

１棟の総戸数が301戸

以上のもの 

335,300円 

共

用

部

分 

床面積が300平方メー

トル以内のもの

59,900円 

床面積が300平方メー

トルを超え，1,000平方

メートル以内のもの

79,500円 

床面積が1,000平方メ

ートルを超え，2,000

平方メートル以内のも

の 

100,100円 

床面積が2,000平方メ

ートルを超え，5,000

平方メートル以内のも

160,200円 
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の 

床面積が5,000平方メ

ートルを超え，10,000

平方メートル以内のも

の 

208,300円 

床面積が10,000平方メ

ートルを超え，25,000

平方メートル以内のも

の 

249,900円 

床面積が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

292,500円 

  略 

  略 

備考 

  略 

附 則 

この条例中別表第７及び別表第８の改正規定は公布の日から，別表第５の改正規定

は令和５年４月１日から施行する。 
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  略 

  略 

備考 

  略 
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議案第１１号 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部改正について 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

鈴鹿市立箕田幼稚園を廃園するについて，地方自治法第９６条第１項の規定によ

り，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市立幼稚園条例（昭和３２年鈴鹿市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 市立幼稚園（以下「幼稚園」と

いう。）の名称及び位置は，次のとお

りとする。 

第２条 市立幼稚園（以下「幼稚園」と

いう。）の名称及び位置は，次のとお

りとする。 

名称 位置 名称 位置 

略 略 略 略 

鈴鹿市立白子幼稚園 略 鈴鹿市立白子幼稚園 略 

鈴鹿市立箕田幼稚園 鈴鹿市南堀

江一丁目２

番26号 

略 略 略 略 

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

鈴鹿市考古博物館条例の一部改正について 

鈴鹿市考古博物館条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市考古博物館条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

博物館法の一部改正に伴い，鈴鹿市考古博物館の事業に博物館資料に係る電磁的

記録の作成及び公開を追加するほか，所要の規定整備を行うについて，地方自治法

第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市考古博物館条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市考古博物館条例（平成１０年鈴鹿市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（設置） （設置） 

第１条 市民の教育，学術及び文化の発

展に寄与するため，鈴鹿市考古博物館

（以下「博物館」という。）を設置す

る。 

第１条 市民の教育，学術及び文化の発

展に寄与するため，博物館法（昭和26

年法律第 285号。以下「法」とい

う。）第18条の規定に基づき，鈴鹿市

考古博物館（以下「博物館」とい

う。）を設置する。 

（定義） （定義） 

第３条 この条例において「博物館資

料」とは，博物館法（昭和26年法律第

285号。以下「法」という。）第２条

第４項に規定する博物館資料をいう。 

第３条 この条例において「博物館資

料」とは，博物館が収集し，保管し，

又は展示する資料をいう。 

（事業） （事業） 

第４条 博物館は，次に掲げる事業を行

う。 

第４条 博物館は，次に掲げる事業を行

う。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 博物館資料に係る電磁的記録（

電子的方式，磁気的方式その他人の
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知覚によっては認識することができ

ない方式で作られた記録をいう。）

を作成し，公開すること。 

(３)～(６)  略 (２)～(５)  略 

(７) 他の博物館（法第２条第１項に

規定する博物館をいう。），学校，

図書館，公民館等の関係機関との連

絡及び協力に関すること。 

(６) 他の博物館（法第２条第１項に

規定するものをいう。），学校，図

書館，公民館等の関係機関との連絡

及び協力に関すること。 

(８) 略 (７) 略

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，家庭的保育事

業所等の安全計画の策定等の基準を新設すること等について，地方自治法第９６条

第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年鈴

鹿市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

第７条  略 第７条  略 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は，利

用乳幼児の安全の確保を図るため，家

庭的保育事業所等ごとに，当該家庭的

保育事業所等の設備の安全点検，職

員，利用乳幼児等に対する事業所外で

の活動，取組等を含めた家庭的保育事

業所等での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導，職員の研修及

び訓練その他家庭的保育事業所等にお

ける安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」と

いう。）を策定し，当該安全計画に従

い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 家庭的保育事業者等は，職員に対
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し，安全計画について周知するととも

に，前項の研修及び訓練を定期的に実

施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児

の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう，保護者に対し，安全

計画に基づく取組の内容等について周

知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は，定期的に安

全計画の見直しを行い，必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確

認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は，利

用乳幼児の事業所外での活動，取組等

のための移動その他の利用乳幼児の移

動のために自動車を運行するときは，

利用乳幼児の乗車及び降車の際に，点

呼その他の利用乳幼児の所在を確実に

把握することができる方法により，利

用乳幼児の所在を確認しなければなら

ない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保

育事業者を除く。）は，利用乳幼児の

送迎を目的とした自動車（運転者席及

びこれと並列の座席並びにこれらより

１つ後方に備えられた前向きの座席以

外の座席を有しないものその他利用の

態様を勘案してこれと同程度に利用乳

幼児の見落としのおそれが少ないと認
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められるものを除く。）を日常的に運

行するときは，当該自動車にブザーそ

の他の車内の利用乳幼児の見落としを

防止する装置を備え，これを用いて前

項に定める所在の確認（利用乳幼児の

降車の際に限る。）を行わなければな

らない。 

（他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときの設備及び職員の基準） 

（他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときの設備及び職員の基準） 

第10条 家庭的保育事業所等は，他の社

会福祉施設等を併せて設置するとき

は，その行う保育に支障がない場合に

限り，必要に応じ当該家庭的保育事業

所等の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び

職員に兼ねることができる。 

第10条 家庭的保育事業所等は，他の社

会福祉施設等を併せて設置するとき

は，必要に応じ当該家庭的保育事業所

等の設備及び職員の一部を併せて設置

する他の社会福祉施設等の設備及び職

員に兼ねることができる。ただし，保

育室及び各事業所に特有の設備並びに

利用乳幼児の保育に直接従事する職員

については，この限りでない。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第14条 略 第14条 略 

２ 家庭的保育事業者等は，家庭的保育

事業所等において感染症又は食中毒が

発生し，又はまん延しないように，職

員に対し，感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施するよう努めなけ

ればならない。 

２ 家庭的保育事業者等は，家庭的保育

事業所等において感染症又は食中毒が

発生し，又はまん延しないように必要

な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

３～５  略 ３～５  略 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条の３第２項の規定の適用については，家庭的保育事業者等におい

て利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって，当該自

動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置

（以下「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事

情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等を備えない

ことができる。この場合において，利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的

に運行する家庭的保育事業者等は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼

児の所在の確認を行わなければならない。 
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議案第１４号 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，放課後

児童健全育成事業所の安全計画の策定等の基準を新設すること等について，地方自

治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年鈴鹿市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

第６条 略 第６条 略 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者

は，利用者の安全の確保を図るため，

放課後児童健全育成事業所ごとに，当

該放課後児童健全育成事業所の設備の

安全点検，職員，利用者等に対する事

業所外での活動，取組等を含めた放課

後児童健全育成事業所での生活その他

の日常生活における安全に関する指

導，職員の研修及び訓練その他放課後

児童健全育成事業所における安全に関

する事項についての計画（以下この条

において「安全計画」という。）を策

定し，当該安全計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員
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に対し，安全計画について周知すると

ともに，前項の研修及び訓練を定期的

に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は，利用

者の安全の確保に関して保護者との連

携が図られるよう，保護者に対し，安

全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は，定期

的に安全計画の見直しを行い，必要に

応じて安全計画の変更を行うものとす

る。 

（自動車を運行する場合の所在の確

認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者

は，利用者の事業所外での活動，取組

等のための移動その他の利用者の移動

のために自動車を運行するときは，利

用者の乗車及び降車の際に，点呼その

他の利用者の所在を確実に把握するこ

とができる方法により，利用者の所在

を確認しなければならない。 

第12条  略 第12条  略 

（業務継続計画の策定等） 

第12条の２ 放課後児童健全育成事業者

は，放課後児童健全育成事業所ごと

に，感染症又は非常災害の発生時にお

いて，利用者に対する支援の提供を継

続的に実施し，及び非常時の体制で早

期の業務再開を図るための計画（以下
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この条において「業務継続計画」とい

う。）を策定し，当該業務継続計画に

従い必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員

に対し，業務継続計画について周知す

るとともに，必要な研修及び訓練を定

期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は，定期

的に業務継続計画の見直しを行い，必

要に応じて業務継続計画の変更を行う

よう努めるものとする。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第13条  略 第13条  略 

２ 放課後児童健全育成事業者は，放課

後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し，又はまん延しな

いように，職員に対し，感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための

研修並びに感染症の予防及びまん延の

防止のための訓練を定期的に実施する

よう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，放課

後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し，又はまん延しな

いように必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

３  略 ３  略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間，改正後の第６条の２の規

定の適用については，同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努め
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なければ」と，同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めな

ければ」と，同条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなけ

れば」とする。 
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議案第１６号 

鈴鹿市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部改正について 

鈴鹿市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

南消防署天名分署の新設に伴い，消防署の管轄区域を変更するについて，地方自

治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市消防本部及び消防署の設置等に関する条例（昭和５２年鈴鹿市条例第１５号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（消防署の設置，位置，名称及び管轄

区域） 

（消防署の設置，位置，名称及び管轄

区域） 

第３条  略 第３条  略 

２ 前項の消防署の位置，名称及び管轄

区域は，次のとおりとする。 

２ 前項の消防署の位置，名称及び管轄

区域は，次のとおりとする。 

 
位

置 

名

称 

管轄区域 
  

位

置 

名

称 

管轄区域 
 

 
  略 

  
  略 

 

 
鈴

鹿

市

白

子

四

丁

目

16

番

鈴

鹿

市

南

消

防

署 

 

 

 

白子町 白子一丁目 白子

二丁目 白子三丁目 白子

四丁目 白子駅前 白子本

町 寺家町 寺家一丁目 

寺家二丁目 寺家三丁目 

寺家四丁目 寺家五丁目 

寺家六丁目 寺家七丁目 

寺家八丁目 江島町 江島

本町 東江島町 北江島町 

 南江島町 中江島町 江

  
鈴

鹿

市

白

子

四

丁

目

16

番

鈴

鹿

市

南

消

防

署 

 

 

 

白子町 白子一丁目 白子

二丁目 白子三丁目 白子

四丁目 白子駅前 白子本

町 寺家町 寺家一丁目 

寺家二丁目 寺家三丁目 

寺家四丁目 寺家五丁目 

寺家六丁目 寺家七丁目 

寺家八丁目 江島町 江島

本町 東江島町 北江島町 

 南江島町 中江島町 江
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５

号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島台一丁目 江島台二丁目 

 東旭が丘一丁目 東旭が

丘二丁目 東旭が丘三丁目 

 東旭が丘四丁目 東旭が

丘五丁目 東旭が丘六丁目 

 東旭が丘七丁目 中旭が

丘一丁目 中旭が丘二丁目 

 中旭が丘三丁目 中旭が

丘四丁目 南旭が丘一丁目 

 南旭が丘二丁目 南旭が

丘三丁目 稲生町（三重県

立稲生高等学校以北の一部

の地域を除く。） 野村町 

 稲生西一丁目 稲生西二

丁目 稲生西三丁目 稲生

一丁目 稲生二丁目 稲生

三丁目 稲生四丁目 稲生

こがね園 稲生塩屋一丁目 

 稲生塩屋二丁目 稲生塩

屋三丁目 岸岡町の一部（

田古知川以南の地域） 南

玉垣町の一部（市道南玉垣

東旭が丘線以東から国道23

号までの地域） 南若松町

の一部（金沢川以南の地域 

） 徳田町 五祝町 郡山

町 越知町 中瀬古町 秋

永町 磯山町 磯山一丁目 

 磯山二丁目 磯山三丁目 

５

号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島台一丁目 江島台二丁目 

 東旭が丘一丁目 東旭が

丘二丁目 東旭が丘三丁目 

 東旭が丘四丁目 東旭が

丘五丁目 東旭が丘六丁目 

 東旭が丘七丁目 中旭が

丘一丁目 中旭が丘二丁目 

 中旭が丘三丁目 中旭が

丘四丁目 南旭が丘一丁目 

 南旭が丘二丁目 南旭が

丘三丁目 稲生町の一部（

三重県立稲生高等学校以南

の地域） 野村町 稲生西

一丁目 稲生西二丁目 稲

生西三丁目 稲生一丁目 

稲生二丁目 稲生三丁目 

稲生四丁目 稲生こがね園 

 稲生塩屋一丁目 稲生塩

屋二丁目 稲生塩屋三丁目 

 岸岡町の一部（田古知川

以南の地域） 南玉垣町の

一部（市道南玉垣東旭が丘

線以東から国道23号までの

地域） 南若松町の一部（

金沢川以南の地域） 徳田

町 五祝町 郡山町 越知

町 中瀬古町 秋永町 磯

山町 磯山一丁目 磯山二

丁目 磯山三丁目 磯山四 
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   磯山四丁目 東磯山一丁

目 東磯山二丁目 東磯山

三丁目 東磯山四丁目 三

宅町 徳居町 長法寺町  

御薗町 

  丁目 東磯山一丁目 東磯

山二丁目 東磯山三丁目 

東磯山四丁目 

  

附 則 

この条例は，令和５年５月１日から施行する。 
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議案第１７号 

鈴鹿市水道水源流域保全条例の一部改正について 

鈴鹿市水道水源流域保全条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市水道水源流域保全条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

水質の保全及び水量の確保のため，事前協議の対象とする水道水源の井戸付近で

行う行為の範囲を改める等について，地方自治法第９６条第１項の規定により，こ

の議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市水道水源流域保全条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市水道水源流域保全条例（平成１８年鈴鹿市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（対象事業場の設置の届出） （対象事業場の設置の届出） 

第５条  略 第５条  略 

２ 前項の規定は，水道水源流域保全区

域において対象事業場の設置者となっ

ている者が新たに水質汚濁防止法第２

条第８項に規定する有害物質使用特定

施設（以下「有害物質使用特定施設」

という。）を設置するとき又は廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和45

年法律第137号）第２条第５項に規定す

る特別管理産業廃棄物（以下「特別管

理産業廃棄物」という。）を処分する

ときについて準用する。 

２ 水道水源流域保全区域において対象

事業場の設置者となっている者が新た

に水質汚濁防止法第２条第８項に規定

する有害物質使用特定施設（以下「有

害物質使用特定施設」という。）を設

置するとき又は廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和45年法律第137号）

第２条第５項に規定する特別管理産業

廃棄物（以下「特別管理産業廃棄物」

という。）を処分するときは，前項の

規定を適用する。 

（排水基準） （排水基準） 

第12条 対象事業者は，当該対象事業場

の排水口における排出水の汚染状態が

次の各号に掲げる区分に応じ当該各号

に定める基準（以下「排水基準」とい

第12条 対象事業者は，当該対象事業場

の排水口における排出水の汚染状態が

次に掲げる排水基準に適合しない排出

水を排出してはならない。 
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う。）に適合しない排出水を排出して

はならない。この場合において，排水

基準は，環境大臣が定める排水基準に

係る検定方法（昭和49年環境庁告示第

64号）に定める方法により検定した場

合における検出値によるものとする。 

(１) カドミウムその他の人の健康に

係る被害を生じるおそれのある物質

（以下「有害物質」という。）によ

る汚染状態 排出水に含まれる有害

物質の量について，排水基準を定め

る省令（昭和46年総理府令第35号）

別表第１の上欄に掲げる有害物質の

種類ごとに同表の下欄に定める許容

限度 

(１) カドミウムその他の人の健康に

係る被害を生じるおそれのある物質

（以下「有害物質」という。）によ

る汚染状態においては，排出水に含

まれる有害物質の量について，有害

物質の種類ごとに定める許容限度で

あって，別表第２に掲げるとおりと

する。 

(２) 生物化学的酸素要求量その他の

汚染状態（以下「生活環境に係る項

目」という。） 排出水の汚染状態

を示す別表第２の左欄に掲げる項目

ごとに同表の右欄に定める許容限度 

(２) 生物化学的酸素要求量その他の

汚染状態（以下「生活環境に係る項

目」という。）においては，排出水

の汚染状態を示す項目について，項

目ごとに定める許容限度であって，

別表第３に掲げるとおりとする。 

２ 前項の場合において，生活環境に係

る項目は，排出水を一級河川鈴鹿川若

しくはこれに接続し，流入する河川若

しくは水路の水域であって，一級河川

鈴鹿川支川浪瀬川の河口から上流の区

域（以下「保全水域」という。）又は

水道水源流域特別保全区域に排出する

者の対象事業場で，１日当たりの平均

的な排出水の量が20立方メートル以上

２ 前項の場合において，生活環境に係

る項目については，排出水を一級河川

鈴鹿川若しくはこれに接続し，流入す

る河川若しくは水路の水域であって，

一級河川鈴鹿川支川浪瀬川の河口から

上流の区域（以下「保全水域」とい

う。）又は水道水源流域特別保全区域

に排出する者で，１日当たりの平均的

な排出水の量が20立方メートル以上の
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のものについて適用する。 対象事業場について適用する。 

３ 第５条第２項又は第６条の規定によ

る届出をした者の対象事業場からの排

出水の排水基準についての第１項の規

定の適用については，同項中「汚染状

態が次の各号に掲げる区分に応じ当該

各号に定める基準」とあるのは，「カ

ドミウムその他の人の健康に係る被害

を生じるおそれのある物質（以下「有

害物質」という。）による汚染状態が

排出水に含まれる有害物質の量につい

て，排水基準を定める省令（昭和46年

総理府令第35号）別表第１の上欄に掲

げる有害物質の種類ごとに同表の下欄

に定める許容限度」とする。 

３ 第５条第２項又は第６条の規定によ

る届出をした者の対象事業場からの排

出水の排水基準は，第１項の規定にか

かわらず，有害物質に限り適用するも

のとする。 

（既設の対象事業場の責務） （既設の対象事業場の責務） 

第13条 この条例施行の際，対象施設を

設置し，１日当たりの平均的な排出水

の量が20立方メートル以上の対象事業

場の設置者となっている者で保全水域

又は水道水源流域特別保全区域に排出

水を排出するものは，前条第１項第２

号に掲げる基準に適合するよう努めな

ければならない。 

第13条 この条例施行の際，対象施設を

設置し，１日当たりの平均的な排出水

の量が20立方メートル以上の対象事業

場の設置者となっている者で保全水域

又は水道水源流域特別保全区域に排出

水を排出するものは，前条第１項第２

号に規定する排水基準に適合するよう

努めなければならない。 

（改善命令等） （改善命令等） 

第14条 市長は，対象事業者であって，

当該対象事業場の排水口における排出

水の汚染状態が排水基準に適合しない

排出水を排出し，又は排出するおそれ

があると認められるときは，その者に

第14条 市長は，対象事業者であって，

当該対象事業場の排水口における排出

水の汚染状態が第12条に規定する排水

基準に適合しない排出水を排出し，又

は排出するおそれがあると認められる
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対し，期限を定めて改善を命じ，又は

対象施設の使用若しくは排出水の排出

の一時停止を命ずることができる。 

ときは，その者に対し，期限を定めて

改善を命じ，又は対象施設の使用若し

くは排出水の排出の一時停止を命ずる

ことができる。 

（ゴルフ場業の責務） （ゴルフ場業の責務） 

第18条 水道水源流域保全区域において

ゴルフ場を営む者は，農薬（農薬取締

法（昭和23年法律第82号）第２条第１

項に規定する農薬をいう。以下同

じ。）を適正に使用し，当該施設から

の排出水に含まれる当該農薬につい

て，水質汚濁に係る農薬登録基準（平

成20年環境省告示第60号）の表に掲げ

る農薬の成分ごとに同表の基準値の欄

に定める値その他の別に定める値を超

えないよう努めなければならない。 

第18条 水道水源流域保全区域において

ゴルフ場を営む者は，農薬（農薬取締

法（昭和23年法律第82号）第２条第１

項に規定する農薬をいう。以下同

じ。）を適正に使用し，当該施設から

の排出水については，排出水に含まれ

る当該農薬の量について，別表第４に

掲げる指針値を超えないよう努めなけ

ればならない。 

（水道水源の井戸付近で行う行為に係

る事前協議） 

（地下埋設構造物の制限） 

第25条 水道水源流域特別保全区域であ

って，水道水源の井戸の中心から半径

250メートル以内の区域において，次の

行為を行おうとする者は，水道水源の

水位，水量及び水質並びに地下水の流

動への影響を回避し，又は軽減するた

めの構造物の構造，工事の方法等につ

いて，事前に市長と協議をしなければ

ならない。ただし，国の機関又は地方

公共団体が災害復旧のために緊急を要

する措置として行う場合は，この限り

でない。 

第25条 水道水源流域特別保全区域であ

って，水道水源の井戸の中心から半径

250メートル以内の区域において，地表

面下５メートルを超える深さに地下埋

設構造物の設置又は変更の行為を行お

うとする者は，水道水源の水位，水量

及び地下水の流動への影響を回避又は

軽減するための構造物の構造，工事の

方法等について，事前に市長と協議を

しなければならない。ただし，国の機

関又は地方公共団体が災害復旧のため

に緊急を要する措置として行う場合
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は，この限りでない。 

(１) 地下埋設構造物の設置又は変更

であって，地表面下５メートルを超

える深さに行うもの 

(２) 土地の区画形質の変更（その規

模が1,000平方メートル以上のものに

限る。）のうち，当該土地以外の場

所から採取された土，砂利又は砕石

を用いて行う盛土 

（指導等） （指導等） 

第37条   略 第37条   略 

２ 市長は，水源保全のために必要があ

ると認められるときは，関係行政機関

に対して意見を述べ，又は適当な措置

を執ることを要請するものとする。 

２ 市長は，水道水源の水量を保全する

ために必要があると認められるとき

は，関係行政機関に対して意見を述

べ，又は適当な措置を執ることを要請

するものとする。 

（報告及び検査） （報告及び検査） 

第38条 市長は，この条例の施行に必要

な限度において，次の各号に掲げる者

に対し，当該各号に定める事項につい

て報告を求め，又はその職員に，その

者の対象事業場等に立ち入り，施設そ

の他の物件を検査させることができ

る。 

第38条 市長は，この条例の施行に必要

な限度において，次の各号に掲げる者

に対し，当該各号に掲げる必要な事項

について報告を求め，又はその職員

に，その者の対象事業場等に立ち入

り，施設その他の物件を検査させるこ

とができる。 

(１) 対象事業者 対象施設の状況，

汚水又は廃液の処理の方法，排出水

の排水系統，排出水の汚染状態及び

量その他必要な事項 

(１) 対象事業者に対し，対象施設の

状況，汚水又は廃液の処理の方法，

排出水の排水系統，排出水の汚染状

態及び量その他必要な事項 

(２) 第25条に規定する行為を行った

者 当該行為に係る地下埋設構造物

(２) 第25条の規定に該当する者に対

し，地下埋設構造物の設置状態その
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又は盛土の状態その他必要な事項 他必要な事項 

(３) 第26条の許可を受けた者 揚水

設備の揚水状態その他必要な事項 

(３) 第26条の許可を受けた者に対し

，揚水設備の揚水状態その他必要な

事項 

２・３  略 ２・３  略 

別表第２（第12条関係） 

有害物質の種類

及び許容限度 
検定方法 

排水基準を定め

る省令（昭和46

年総理府令第35

号）別表第１に

掲げる有害物質

の種類及び許容

限度 

環境大臣が定

める排水基準

に係る検定方

法（昭和49年

環境庁告示第

64号）に定め

る方法 

別表第２（第12条関係） 別表第３（第12条関係） 

排出水の汚染状態を示す項

目 

許容

限度 

排出水の汚染状態を

示す項目 

許容

限度 

検定

方法 

水素イオン濃度（水素指 

数） 

排水

基準

を定

める

省令

別表

第２

の下

欄に

定め

る許

水素イオン濃度（水 

素指数） 

排水

基準

を定

める

省令

別表

第２

の当

該項

目ご

とに

環境

大臣

が定

める

排水

基準

に係

る検

定方

法に

定め

ノルマルヘキサン抽出物質

含有量（鉱油類含有量）（

単位 １リットルにつきミ

リグラム）

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量（鉱油

類含有量）（単位 

１リットルにつきミ

リグラム）

ノルマルヘキサン抽出物質

含有量（動植物油脂類含有

量）（単位 １リットルに

つきミリグラム） 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量（動植

物油脂類含有量）（

単位 １リットルに 
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容限

度 

  
つきミリグラム） 掲げ

る許

容限

度 

る方

法 

 

 
フェノール類含有量（単位 

 １リットルにつきミリグ

ラム） 

  
フェノール類含有量

（単位 １リットル

につきミリグラム） 

 

 
銅含有量（単位 １リット

ルにつきミリグラム） 

  
銅含有量（単位 １

リットルにつきミリ

グラム） 

 

 
亜鉛含有量（単位 １リッ

トルにつきミリグラム） 

  
亜鉛含有量（単位  

１リットルにつきミ

リグラム） 

 

 
溶解性鉄含有量（単位 １

リットルにつきミリグラ

ム） 

  
溶解性鉄含有量（単

位 １リットルにつ

きミリグラム） 

 

 
溶解性マンガン含有量（単

位 １リットルにつきミリ

グラム） 

  
溶解性マンガン含有

量（単位 １リット

ルにつきミリグラ

ム） 

 

 
クロム含有量（単位 １リ

ットルにつきミリグラム） 

  
クロム含有量（単位 

 １リットルにつき

ミリグラム） 

 

 
生物化学的酸素要求量（単

位 １リットルにつきミリ

グラム） 

 

25 
  

生物化学的酸素要求

量（単位 １リット

ルにつきミリグラ

ム） 

25  
 

 
浮遊物質量（単位 １リッ

トルにつきミリグラム） 

90 
  

浮遊物質量（単位 

１リットルにつきミ

リグラム） 

90  
 

 別表第４（第18条関係） 

 
   

  
農薬名 指針値 分析 
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方法 

ゴルフ場で使用さ

れる農薬による水

質汚濁の防止及び

水域の生活環境動

植物の被害防止に

係る指導指針（令

和２年３月27日環

水大土発第200327 

1号。以下「指導

指針」という。）

別表に掲げる農薬 

指導指

針別表

の当該

農薬ご

とに掲

げる水

濁指針

値の10

分の１ 

指導

指針

に掲

げる

農薬

の分

析方

法 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２５条，第３７条第２項及び第

３８条第１項の改正規定は，令和５年７月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正後の第２５条第２号に掲げる盛土を行おうとする者は，前項ただし書に規定

する改正規定の施行の日前においても，同条の規定の例によりその協議を行うこと

ができる。 

（経過措置） 

３ 改正後の第２５条の規定は，第１項ただし書に規定する改正規定の施行の日以後

に開始する行為に係る協議について適用し，同日前に開始した行為に係る協議につ

いては，なお従前の例による。 
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議案第１８号 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例の廃止について 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例を廃止する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例を廃止する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例を廃止するについて，地方自治法第９６条第１

項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例を廃止する条例 

鈴鹿市臨時外来検査センター条例（令和２年鈴鹿市条例第２９号）は，廃止する。 

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１９号 

市道の認定について 

次の路線を市道に認定する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

市道認定路線調書 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

市道路線として認定するについて，道路法第８条第２項の規定により，この議案

を提出する。 
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市道認定路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

073497 稲生 497 号線 
稲生町字池之下 

稲生町 
420.7 

野町字西山 5.3～34.6 

073498 稲生 498 号線 
稲生町字池之下 

稲生町 
206.0 

野町西三丁目 2.0～ 4.2 

073499 稲生 499 号線 
稲生町字池之下 

稲生町 
505.9 

野町字西山 11.2～29.6 

073500 稲生 500 号線 
稲生町字浄土池 

稲生町 
261.3 

稲生町字長尾 5.8～17.9 

073501 稲生 501 号線 
稲生町字野田 

稲生町 
584.1 

稲生町字稲生山 9.8～35.4 

073502 稲生 502 号線 
稲生町字長尾 

稲生町 
584.2 

稲生町字稲生山 11.8～35.6 

073503 稲生 503 号線 
稲生町字稲生山 

稲生町 
216.5 

稲生町字野田 2.2～ 8.0 

073504 稲生 504 号線 
稲生町字野田 

稲生町 
111.7 

稲生町字長尾 2.2～ 2.5 

073505 稲生自歩道 505 号線 
稲生町字長尾 

稲生町 
 51.5 

稲生町字長尾 6.5～30.5 

073506 稲生三丁目 506 号線 
稲生三丁目 

稲生三丁目 
 81.6 

稲生三丁目 6.0～13.5 

073507 稲生三丁目 507 号線 
稲生三丁目 

稲生三丁目 
 23.4 

稲生三丁目 6.0～12.0 

073508 
稲生西二丁目 508 号

線 

稲生西二丁目 
稲生西二丁目 

323.0 

稲生西二丁目 6.0～13.9 

083435 安塚 435 号線 
安塚町字源平塚 

安塚町 
182.5 

安塚町字源平塚 3.0～ 6.0 
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083436 安塚 436 号線 
安塚町字源平塚 

安塚町 
105.0 

安塚町字源平塚 1.9～ 4.1 

093430 竹野二丁目 430 号線 
竹野二丁目 

竹野二丁目 
 18.2 

竹野二丁目 5.0～16.0 

113238 
中箕田一丁目 238 号

線 

中箕田一丁目 
中箕田一丁目 

 40.7 

中箕田一丁目 6.0～13.0 

123877 北玉垣 877 号線 
北玉垣町字山上 

北玉垣町 
201.0 

北玉垣町字山上 2.8～ 4.0 

123878 西玉垣 878 号線 
西玉垣町字池之下 

西玉垣町 
285.7 

西玉垣町字市場 2.8～ 4.0 

123879 北玉垣 879 号線 
北玉垣町字根洞 

北玉垣町 
 49.8 

北玉垣町字根洞 6.0～13.8 

123880 北玉垣 880 号線 
北玉垣町字根洞 

北玉垣町 
 41.7 

北玉垣町字根洞 6.0～13.7 

123881 南玉垣 881 号線 
南玉垣町字新町 

南玉垣町 
 17.3 

南玉垣町字新町 6.0～ 9.5 

123882 南玉垣 882 号線 
南玉垣町字稲狭間 

南玉垣町 
 40.3 

南玉垣町字稲狭間 6.0～12.9 

123883 
南玉垣自歩道 883 号

線 

南玉垣町字稲狭間 
南玉垣町 

  9.7 

南玉垣町字稲狭間 2.0～ 3.5 

123884 東玉垣 884 号線 
東玉垣町字乙戸部 

東玉垣町 
 49.6 

東玉垣町字乙戸部 6.0～ 9.8 

133248 北若松 248 号線 
北若松町字ウエゾ 

北若松町 
309.3 

若松北三丁目 1.0～ 5.6 

133249 
若松西六丁目 249 号

線 

若松西六丁目 
若松北二丁目 

993.3 

若松北二丁目 3.0～10.7 

143139 神戸五丁目 139 号線 
神戸五丁目 

神戸五丁目 
 53.6 

神戸五丁目 6.0～13.1 
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153495 秋永 495 号線 
秋永町字五反田 

秋永町 
587.0 

五祝町字大縄 1.1～ 4.0 

- 107  -





議案第２０号 

市道の廃止について 

次の路線を廃止する。 

令和５年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

市道廃止路線調書 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

市道路線を廃止するについて，道路法第１０条第３項において準用する同法第８

条第２項の規定により，この議案を提出する。 
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市道廃止路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

073027 稲生 27 号線 
稲生町字池之下 

野町 
401.0 

野町西三丁目 1.8～14.9 

073071 稲生 71 号線 
稲生町字稲生山 

稲生町 
414.0 

稲生町字長尾 2.2～ 8.0 

083207 安塚 207 号線 
安塚町字源平塚 

安塚町 
721.5 

安塚町字野瀬 1.9～ 5.6 

083280 安塚 280 号線 
安塚町字源平塚 

安塚町 
147.5 

安塚町字源平塚 2.1～ 2.7 

093094 竹野二丁目 94 号線 
竹野二丁目 

竹野二丁目 
 69.9 

竹野二丁目 2.9～ 5.4 

123209 北玉垣 209 号線 
北玉垣町字山上 

西玉垣町 
590.7 

西玉垣町字市場 3.0～12.9 

133007 北若松 7 号線 
北若松町字北地 

北若松町 
834.8 

若松北三丁目 1.0～ 6.6 

133009 若松西六丁目 9 号線 
若松西六丁目 

若松北二丁目 
1,257.3 

若松北二丁目 3.0～11.2 

133234 南若松歩道 234 号線 
南若松町字南新田 

南若松町 
 28.8 

南若松町字南新田 2.0～ 2.0 

153113 秋永 113 号線 
秋永町字一ツ谷 

秋永町 
198.2 

秋永町字一ツ谷 1.6～ 3.3 

153114 秋永 114 号線 
秋永町字一ツ谷 

秋永町 
330.6 

秋永町字一ツ谷 1.0～ 3.8 

153115 秋永 115 号線 
秋永町字一ツ谷 

秋永町 
320.6 

秋永町字一ツ谷 1.0～ 3.0 

153117 秋永 117 号線 
秋永町字五反田 

秋永町 
873.3 

五祝町字大縄 1.1～ 4.0 
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153118 秋永 118 号線 
秋永町字五反田 

秋永町 
261.7 

秋永町字藏久 1.4～ 3.7 
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